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１． 総 論

１． 平成２５年度主要施策について 

〈国の予算〉 

平成２４年１２月に衆議院の解散総選挙が行われ、自公の連立政権が再び誕生し

た。新政権は、日本経済を大胆に再生させるため、日本経済を「成長と富の創出の

好循環」へと転換し、強い経済を取り戻すための大胆な金融政策、機動的な財政政

策、民間投資を奮起する成長戦略を掲げた。この３本の矢によってデフレ・円高か

ら脱却し経済再生を図る「日本経済再生に向けた緊急経済対策」を決定し、それに

伴う平成２４年度補正予算及び平成２５年度当初予算を閣議決定した。 

平成２４年度補正予算規模は１３兆１，０５４億円で、緊急経済対策として地方

自治体に対しても公共事業のための地域の元気臨時交付金が盛り込まれた。 

平成２５年度一般会計の総額は９２兆６，１１５億円で、前年度実質規模と比較

して７年ぶりの減額予算となったが、社会保障関係経費の増額とともに景気浮揚に

重点を置いた公共事業関係経費（前年比１５．６％）が大幅増となった。また、平

成２４年度の補正予算と一体的に編成した１５か月予算としたことを踏まえ、経済

危機対応・地域活性化予備費の計上は見送られた。 

〈地方財政計画〉 

平成２４年８月３１日に閣議決定された「中期財政フレーム」（平成２５年度から

平成２７年度）に基づき、平成２５年度の地方財政計画は、東日本大震災分を除く

通常収支分について、国の歳出の取り組みと基調を合わせつつ、地方の安定的な財

政運営に必要となる地方の一般財源総額について、平成２４年度の地方財政計画の

水準となるよう確保することとされた。 

こ の 結 果 、 地 方 財 政 計 画 の 規 模 は 、 ８ １ 兆 ９ ， １ ０ ０ 億 円 （ 前 年 度 対 比

約＋０．１％）となった。この内、一般財源の総額は５９兆７，５２６億円（前年

度比＋０．２％）で、地方の要請に応え平成２４年度と同水準が確保された。 

一般財源の内、地方税及び地方譲与税については、３６兆３，６４５億円（前年

度比＋１．２％）が見込まれた。地方交付税については、別枠加算９，９００億円

を含む１７兆６２４億円（前年度比△２．２％ △３，９２１億円）となった。臨

時財政対策債については、既に発行している分の元利償還金が増えたことなどから、 

６兆２，１３２億円（前年度比＋１．３％）となった。 

また、焦点となっていた地方公務員の給与削減については、平成２５年７月から

国家公務員と同様の給与削減（平均△７．８％）を実施することを前提に地方公務

員給与８，５０４億円削減して、この給与削減額に見合った事業費を歳出の特別枠

として、全国防災事業、緊急防災減災事業、地域の元気づくり事業に計上すること

とされた。この内、地域の元気づくり事業３，０００億円については、普通交付税

で措置され地方公共団体のいままでの人件費削減努力を反映するとされた。 
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〈町の予算〉 

当町においても地場産業の低迷と後継者不足、急速に進む少子高齢化など、厳し

い経済社会情勢が続いている。こうした状況から、町民税等の減収により自主財源

は減少し、一方で社会保障に関する扶助費等の増加により財政の硬直化を招くなど、

行財政運営は依然厳しい状況が続いている。 

 こうした中、行財政運営の指針である「第９次南木曽町総合計画」（平成２５年度

～平成３４年度）、「第２次南木曽町自立推進計画」(平成２２年度～平成２６年度）

に基づき、「笑顔こぼれるまち」自然・文化が育む、活力あふれるまちをめざして、

行財政改革を図りつつ様々な事務事業を推進してきた。 

 平成２５年度当初予算は、前年度が町長選挙を控えた骨格予算であったため、一

般会計は、３２億５，３００万円で前年度当初比１億７，７００万円、５．８％の

増となった。特別会計７会計の合計額は、１０億３，２０４万円で前年度当初比

△３，２９１万円、３．１％の減となった。 

このほか、平成２４年度予算計上事業のうち、一般会計で循環型社会形成推進事

業、農業体質強化基盤整備促進事業、道路改良事業、橋梁修繕事業、公営住宅改修

事業など１３事業１億６，２８５万円が、町営妻籠宿有料駐車場特別会計では、第

３駐車場農地原形復旧工事５３６万円が、平成２５年度に繰越となった。 

その後、地域の元気交付金や地方交付税の確定をうけて、ユーアイ住宅の建設、

小学校駐車場整備、小中学校理科教材・防犯カメラ整備、公民館備品整備、与川大

橋耐震設計事業、公債費の繰上償還、減債基金・子育て基金・ユーアイ住宅基金積

立金の増額、平成２６年４月の消費税率の引き上げ後の景気の下振れリスクに備え

た国の補正予算に伴う経済対策として小学校体育館天井落下防止事業、小学校遊具

整備等の予算計上があり一般会計の最終予算は、３６億８，１１７万円で、前年度

の最終予算比１億５，０９８万円の増となった。 

 なお、平成２５年度事業のうち、子ども子育て支援システム、与川大橋耐震設計

事業、道路橋梁整備事業、ユーアイ住宅の建設、小学校体育館天井落下防止事業な

どなど１４事業、１億９，４９１万円が平成２６年度に繰越された。 

平成２５年度に実施した主要な施策・事業（２４年度繰越事業を含む。）は、次の

とおりである。 

（１）安全安心のまちづくり 

 防災対策では、国の直轄砂防事業、県の治山事業・砂防事業・急傾斜地崩壊防止

事業・河川改修事業等を導入し治水・砂防・減災事業を推進した。また、災害対策

基本法の改正に伴い南木曽町地域防災計画の見直しを行うとともに、生活協同組合

コープながの及び長野県ＬＰガス協会と災害時における物資供給に関する協定を締

結した。 

消防関係では、木曽広域消防との連携を強化するとともに、消防団を地域防災の

要として支援した。また、防災訓練は、大規模災害を想定した訓練を国土交通省多

治見砂防国道事務所の指導のもと、長野県・消防団等の協力を得て実施した。 

防犯対策・交通安全対策では、それぞれ防犯協会・交通安全協会と連携し、防犯
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指導・交通指導等を行った。また、国道 19 号・国道 256 号等の道路防災事業が国県

により実施された。 

環境保全では、地域の良好な景観の保全と町民の安全で安心な暮らしの確保を目

的とする「南木曽町空き家の適正管理に関する条例」を制定するとともに、空き家

の有効活用を目的とする「南木曽町空き家バンク」を設置した。また、道路周辺等

の危険木・景観支障木の伐採を行ったほか、不法投棄の防止について「美しいまち

づくり条例」を基本として、町内一斉清掃、ポイ捨て防止パトロールを行った。 

リニア中央新幹線環境影響評価準備書は、平成 25 年９月に公告され町内のルート

や非常口の位置が明らかになった。これにより水資源や発生土処理、妻籠宿の保存

や地域観光事業、通勤通学等の生活環境への影響が懸念されるため、環境保全に関

する意見書を 11 月にＪＲ東海に、平成 26 年１月に長野県知事に提出した。 

 国土調査関係では、引き続き田立地区山林の地籍調査を実施した。 

 

（２）元気が出るまちづくり 

 農業の振興では、中山間地域等直接支払制度の第３期事業が２６集落と１か所の

個人協定で実施されたほか、経営所得安定対策交付金による地域営農体制づくりへ

の支援を行った。 

 農産物振興では、南部ライスセンターの乾燥機 7 台の更新、木曽牛繁殖センター

整備に対して助成したほか、軽トラ市場なぎそグリーンマーケットを実施した。 

 農業基盤整備では、土地改良施設維持適正化事業で石亀用水を整備したほか、緊

急県単農地防災事業で本原ため池の防災事業を実施した。また、長者畑草地組合に

作業道整備事業の経費を助成した。 

 林業振興では、林業振興事業補助等による民有林・町有林の整備を推進するとと

もに、松くい虫防除対策、カシノナガキクイムシ対策を行った。また、有害鳥獣駆

除対策では、猟友会との連携を図り有害鳥獣の駆除を行うとともに、狩猟免許の取

得・従事者講習会の経費を助成した。 

 商工関係では、中津川市雇用対策事業と連携し求人冊子を蘇南高校に配布した。

また、商工会が実施した南木曽スタンプのカード化事業及びプレミアム商品券への

助成を行ったほか、駅前街路灯改修事業及び防犯カメラ設置に対し助成した。 

南木曽駅の窓口業務については、引き続きＪＲ東海から受託し発券業務を行った。 

観光関係では、「ミツバツツジ祭」、「工芸街道祭」、「観光パンフ・ポスター作成」

等のソフト事業を実施したほか、木曽地域・中津川伊那地域との広域観光連携の取

り組みや日本で最も美しい村連合等の物産展に参加してＰＲ活動を行った。 

観光施設整備では、柿其渓谷遊歩道整備、天白公園遊具整備事業を行った。 

地域交流では、木曽広域連合と連携した木曽川上下流交流や愛知県長久手市との

交流、日本で最も美しい村連合との交流を図った。また、南木曽町出身の外波山文

明氏による野外劇「かなかぬち」が桃介橋河川公園で３日間に亘り上演され、町内

外から多くの人が訪れ交流が図られた。 
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（３）みんなで支えあうまちづくり 

みんなで支えあう福祉の町を担っていくのは、住民の皆さんであるという理念に

立って、地域福祉計画を指針とし関係機関と連携しながら各種事業を実施した。 

老人福祉では、在宅福祉事業のほか、養護老人ホームへの措置入所を行った。 

介護保険では、地域包括支援センターが中心となり社会福祉協議会等と連携し、

地域支援事業や介護給付を行った。また、地域支え合い住民意識調査を行い、その

結果を地域懇談会で報告して、有償ボランティア制度などに関する今後の取り組み

についてご意見をいただいた。 

障害者福祉では、「就労支援事業所Ｂ型ひだまり工房」への運営補助、「地域活動

支援センター萬屋」の運営委託等による障害者総合支援事業を実施するとともに、

障害者総合支援法で義務づけられた障害者の相談や利用計画などを行う相談支援事

業者に、社会福祉協議会とＮＰＯ法人なぎそ福祉会を指定した。また、「自分たちの

町でくらす行動計画」の実現に向け、住宅などの生活支援等について検討を行った。 

本年度は、特に灯油が高騰したことから高齢者の独居世帯及び障害者世帯に対し

福祉灯油券を交付して冬の生活を支援した。 

児童福祉では、保育所耐震診断の結果を受け、旧田立小学校校舎を改修して読書

保育園の仮園舎とし、読書保育園園舎耐震改修工事（耐震補強工事及び未満児室・

厨房・トイレ改築）を行った。また、田立保育園の耐震補強工事の実施設計を行っ

た。保護者の経済的負担を軽減する「すこやか子育て支援事業補助金」は、本年度

から町単独事業として２年間延長し実施した。未就園児への支援として、「おやこの

ひろば」、「保育園開放」、「各種子育て講座」などを開催した。 

男女共同参画社会の実現では、南木曽町公民館と連携し講演会を開催するなど、

男女共同参画社会の醸成に努めた。 

活発なコミュニティ活動では、協働のまちづくりを推進するため、まちづくり会

議、各地区地域振興協議会との連携を図るとともに、地域づくり計画に基づいたま

ちづくり活動に対して、地域づくり事業支援補助金による助成を行ったほか、県の

元気づくり支援金等の補助事業の円滑な実施を図るため、「補助事業等つなぎ資金」

による貸し付けを行った。 

（４）教育の充実と健康のまちづくり 

 学校教育の充実では、地域・学校・家庭との連携を図りながら、教育環境の整備、

教育内容の充実に努めた。小中学校で、理科教材の全面的な更新、給食トレイの更

新を行ったほか、給食内容の充実と地元産米の消費拡大を図るため、地元産米の購

入費の助成を拡充した。また、学校施設整備では、小学校の駐車場舗装、遊具の更

新（次年度に繰越）、小中学校の防犯カメラの改修整備（中学校は次年度に繰越）を

行った。 

 生涯学習・社会教育関係では、各種学級講座、芸術文化活動、公民館活動、生涯

スポーツ活動等を幅広く実施した。３年目を迎えた放課後子ども教室は、利用者延

べ人数は４，２７７人となり対前年度比４６．２％と大幅な増となった。また、平

成２５年２月に設立された総合型スポーツクラブは、運営初年度となり各種の教
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室・大会に取り組み会員は、５１３人となった。施設整備では、各分館の要望に応

じて備品整備や施設修繕を実施した。 

 文化財・保存事業関係では、中山道「歴史の道」の整備、妻籠宿保存事業におけ

る重伝建保存事業を実施したほか、町営妻籠宿有料駐車場特別会計において、第３

駐車場の農地原形復旧工事（繰越事業）、第２駐車場の借地の一部を購入した。また、

南木曽町植物調査を行い植物記録集（販売は次年度）を作成した。 

博物館では、展示物の更新等を行った。博物館利用者は前年度より３，１９１人

多い４６，１９６人となった。 

生涯健康づくりの推進では、子どもの感染症予防対策として定期予防接種（ヒブ・

小児用肺炎球菌・ＢＣＧ・四種混合・麻しん・風疹・三種混合など）を行い、高齢

者の感染症予防対策としてインフルエンザ・結核・肺炎球菌の予防接種を実施した。 

また、子育て支援のひとつとして高校生までの医療費無料化を引き続き行うとと

もに、家庭訪問や健康相談、各種子育て講座を開催した。成人保健では、基本健診・

各種がん検診等を実施した。 

地域医療の充実では、住民の一次救急に重要な役割を担っている坂下病院の一次

救急医療事業費の経費について支援を行った。 

 

（５）快適で住み良いまちづくり 

 道路交通関係では、町道７路線の改良工事（繰越３路線を含む。）、４路線の舗装・

１路線の落石調査（繰越事業）・４路線の測量設計調査のほか、待避所の設置、ガー

ドレールの設置等を行うとともに、橋梁の長寿命計画に位置付けられた与川渡橋・

本谷橋（広瀬）・恋路橋の橋梁補修事業を実施した。また、国道１９号・２５６号、

主要地方道中津川南木曽線・中津川田立線・木曽川右岸道路整備等について、近隣

市町村とともに整備促進を図った。河川整備では、５河川の支障木伐採、堆積土除

去を行った。 

公共交通機関である地域バス運行では、外国人観光客の増加やＪＲ東海のパック

商品（ぷらっとバウチャー）等の売上増により、馬籠線・保神線の利用者が大きく

伸び全体で前年度より３，４３３人多い４６，３０７人となった。 

 住宅対策では、一般住宅のリフォーム事業に対する補助事業、公営住宅改修工事

（繰越事業、屋根改修１１棟・耐震改修１６棟）を実施したほか、ユーアイ住宅２

棟４戸を元組地区に計画し、建築は次年度に繰り越した。 

 水道関係では、簡易給水施設の設備更新等に助成したほか、簡易水道特別会計で

は、田立元組の宅地分譲地への配水管敷設工事を行った。下水道関係では、引き続

き浄化槽市町村整備推進事業を進めた。 

ごみ処理関係では、ごみの減量化とリサイクルの推進を図るストックヤード（繰

越事業）を天白地区に建設した。 

 

（６）健全財政のまちづくり 

 事務事業の効率化では、木曽広域連合や加盟する一部事務組合、木曽下伊那・中

津川県際交流協議会、各種同盟会等における広域行政の取り組みを継続し、行財政
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運営の効率化を図った。 

庁内ＬＡＮのパソコンを計画的に更新するとともに、庁内Ｗｅｂによる情報の共

有化・電子化を推進した。また、第２次自立推進計画に基づきすべての事務事業に

ついて行政評価を行い効率的・計画的な行財政運営に努めた。 

 財政の健全化では、６１，３６０千円の繰上償還を行うとともに、次年度以降の

繰上償還の財源を減債基金に積立てた。また、保育園の耐震改修やユーアイ住宅建

設等に備え、子育て基金とユーアイ住宅基金に積立てた。 

(別  表) 各 会 計 予 算 総 額  （単位：千円） 

会    計    名 
歳入歳出予算総額 

当   初 最   終 補正増減 

一般会計 3,253,000 3,681,170 428,170

国民健康保険特別会計 496,235 514,735 18,500

簡易水道事業特別会計 184,383 186,267 1,884

町営妻籠宿有料駐車場特別会計 37,211 42,691 5,480

下水道事業特別会計 66,472 67,792 1,320

農業集落排水事業特別会計 67,750 68,610 860

浄化槽市町村整備推進事業特別会計 105,569 97,889 △ 7,680

後期高齢者医療特別会計 74,419 73,398 △ 1,021

特別会計（計） 1,032,039 1,051,382 19,343

合   計 4,285,039 4,732,552 447,513

※繰越事業分は除く 
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２．平成２５年度決算について（地方財政状況調査でみる普通会計の状況）  
  

地方財政状況調査（決算統計）については、他町村との統一性を図るため、

各科目間の調整を行っているので一般会計の決算額とは異なっている。  

 

（１）歳入の状況  

    歳入決算額は、３，７６７，９７４千円（＋５．５％、１９７，５８３千円の

増：対前年度比較、以下同じ。）となった。  

  町税は、全体で６００，１６９千円（△１．２％、７，４１３千円の減）とな

った。各税目での増減内訳は、町民税で個人住民税が９５８千円の減、一部企業

の業績不振により法人住民税が８，４７９千円の減となった。  

固定資産税は、３，３５７千円の減となった。  

軽 自 動 車 税 は ９ 千 円 の 減 、 市 町 村 た ば こ 税 は 販 売 店 の 新 規 開 店 に よ り  

６，１７５千円の増、入湯税は７８５千円の減となった。  

  地方譲与税は、４０，８６４千円（△５．３％、２，３０９千円の減）で、  

減額の要因は、自動車重量譲与税１，９６１千円の減である。  

 利子割交付金は、８９５千円（△１８．６％、２０５千円の減）となった。  

 配当割交付金は、１，３１１千円（＋８０ .１％、５８３千円の増）、株式譲渡

所得割交付金は、２，２０７千円（＋１２２９．５％、２，０４１千円の増）と

なった。  

地方消費税交付金は、配分額の決定により４８，２３９千円（△０．９％、   

４１５千円の減）となった。  

自動車取得税交付金は、１１，４０２千円（＋０．３％、３３千円の増）とな

った。  

 地方特例交付金は、住宅借入金等特別税額控除分の減収の一部を補てんするた

めの減収補てん特例交付金で７８２千円（△１２．３％、１１０千円の減）とな

った。  

 地 方 交 付 税 は 、 普 通 交 付 税 が １ ， ７ ５ ２ ， ４ ８ ３ 千 円 （ ＋ ０ ． １ ％ 、     

１，００１千円の増）となった。主な増額要因は、地方譲与税等の減収による基

準財政収入額の減によるものである。なお、基準財政需要額は臨時費目「地域の

元気づくり推進費」が創設されたが、地方公務員給与費の削減による単位費用の

減 や公債費 の減等に より減額 となった 。特別交 付税は、 １８８， ９３０千 円  

（＋１０．１％、１７，４０８千円の増）で、主な増額要因は、過疎等地域振興

費のユー・アイ住宅建設費分の増によるものである。  

 交通安全対策特別交付金は、７３４千円（△１２ .１％、１０１千円の減）と  

なった。  

 分担金・負担金は、６，８１１千円（△１．３％、９３千円の減）となった。  

 使用料は、新交通システム使用料、保育料、公営住宅使用料、博物館使用料、

町有土地使用・道路占用料等で１１１，１７１千円（＋３．３％、３，５４３千

円の増）となった。  
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手数料は、戸籍関係手数料等で３，７０７千円（＋４．５％、１６１千円の増）

となった。  

 国庫支出金は、子ども手当国庫負担金及び社会資本整備総合交付金等により  

２ １ ２ ， ８ ６ ７ 千 円 （ ＋ ６ ３ ． ０ ％ 、 ８ ２ ， ２ ４ ３ 千 円 の 増 ） と な っ た 。  

主な増額要因は、地域の元気臨時交付金の増である。  

県支出金は、１６２，８１２千円（△１７．９％、３５，４５９千円の減）と

なった。主な減額要因は、介護基盤緊急整備等臨時特例基金補助金の減である。  

財産収入は、１６，１２６千円（＋４．４％、６７９千円の増）となった。  

寄附金は、ふるさと南木曽応援寄付金等で２，４４６千円（＋０．１％）とな

った。  

繰入金は、１５３，７５４千円（＋１７８．７％、９８，５９２千円の増）とな

った。主な増額要因は、ユー・アイ住宅建設事業及び読書保育園園舎耐震改修事業

の財源である基金繰入金の増である。  

  繰越金は、２４年度からの繰越により７７，０４９千円（△１１．３％ 、  

９，７７９千円の減）となった。主な減額要因は、翌年度へ繰り越すべき財源の

減である。  

諸収入は、１１３，２１５千円（＋１．２％、１，３２６千円の増）となった。

主な増額要因は、町有牛返納金及び南木曽駅切符販売手数料の増である。  

 町債は、２６０，０００千円（＋２９．５％、５９，３００千円の増）となっ

た。主な増額要因は、読書保育園園舎耐震改修事業によるものである。  

 

 （２）歳出の状況  

  歳出の決算額は、３，５８７，９９１千円（＋３．７％、１２９，６４９千円

の増）となった。  

 性 質 別 決 算 で 見 る と 、 人 件 費 は 、 ６ １ ４ ， ４ ６ ８ 千 円 （ △ ３ ． １ ％ 、    

１９，８７８千円の減）となった。主な減額要因は、給与の特例減額措置による

職員給与等の減によるものである。なお、人件費の減額分を財源とし、公民館及

び社会教育施設の修繕や備品の購入を行った。  

 物件費は、４１５，６１４千円（△０．５％、１，９７３千円の減）となった。

主な減額要因は、保育所耐震診断委託料の減によるものである。  

 維持補修費は、２６，０５５千円（＋２４．０％、５，０４７千円の増）とな

った。主な増額要因は、公民館等施設修繕料の増によるものである。  

扶 助 費 は 、 障 害 者 総 合 支 援 給 付 事 業 等 の 増 に よ り ２ ４ ５ ， ７ １ ５ 千 円  

（＋３．５％、８，３６６千円の増）となった。  

 補 助 費 等 は 、 広 域 連 合 及 び 一 部 事 務 組 合 負 担 金 や 各 種 補 助 負 担 金 等 で  

３ ７ ６ ， ８ ８ ２ 千 円 （ △ １ ８ ． ９ ％ 、 ８ ７ ， ９ ２ ９ 千 円 の 減 ） と な っ た 。  

主な減額要因は、認知症高齢者グループホーム整備補助金及び木曽広域連合分担

金（消防無線デジタル化）の減によるものである。  

 公債費は、５７９，９１８千円（＋５．１％、２８，０４９千円の増）となった。 

主な増額要因は、繰上償還の実施によるものである。  
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 積 立 金 は 、 子 育 て 基 金 へ の 予 算 積 立 の 減 に よ り 、 １ ６ ７ ， ５ ０ ０ 千 円  

（△２０．４％、４２，８８０千円の減）となった。  

貸付金は、３６，９０２千円（△０．９％、３２４千円の減）となった。  

 繰出金は、４３５，４６２千円（△３．０％、１３，５７３円の減）となった。

下水道・農集排特別会計繰出金は、平準化債発行によりほぼ例年どおりであった。

簡易水道特別会計への繰出金は、公債費繰出分の減により減額となった。駐車場

特別会計は第３駐車場一部返地に伴う農地原形復旧工事の減により減額となった。 

なお、介護保険事業については、広域連合事務であるため本来、補助費等に振

り替わるべきであるが、決算統計上は広域連合の介護保険特別会計へ各町村が直

接繰り出すという考え方のもと繰出金に計上されている。また、下水道事業（汚

泥集約センター）に係る広域連合負担金も下水道会計勘定での支出のため繰出金

としている。  

 投資的経費（災害復旧事業費を含む）は、６８９，４７５千円（＋５８．６％、

２５４，７４４千円の増）となった。主な増額要因は、読書保育園園舎耐震改修

事業によるものである。  

 

（３）財政の状況  

 平成２５年度普通会計の歳入歳出の差引額は、１７９，９８３千円で、翌年度

へ 繰 越 す べ き 財 源 １ ０ ６ ， ９ ０ ５ 千 円 を 差 し 引 い た 実 質 収 支 額 は     

７３，０７８千円となり、前年度に対し５，７８１千円の増となった。  

 

＊経常収支比率  

 歳入の経常一般財源である地方交付税は、前年度比４，９６３千円の増、町税

は、前年度比７，４１３千円の減、地方譲与税も前年度比２，３０９千円の減と

な っ た 。 こ れ ら に よ り 、 経 常 一 般 財 源 収 入 は 、 ６ ， ９ ４ ０ 千 円 減 の  

２，４７６，４７６千円となった。  

 これに対して、歳出の経常経費充当一般財源は、人件費、補助費、公債費及び

繰出金で減額となったため、１０６，２９４千円減の２，０３２，７７１千円と

なった。  

 この結果、経常収支比率は、対前年比４．０ポイント改善して８２．１％とな

った。主な要因は、経常的な経費である人件費、公債費などの歳出の減により、

歳出の経常経費充当一般財源が減少したためである。  

 

＊実質公債費比率  

実質公債費比率は、普通会計の公債費に特別会計に対する公債費繰出金、一部

事務組合等に対する公債費負担金、公債費に準ずる債務負担行為額を加え、その

団体のすべての実質的な債務額を基本として算出するものである。  

 この比率が１８％を超えた場合は、町債発行については従来と同じように許可

が必要となり、加えて公債費適正化計画の策定が求められることとなる。また、

２５％を超える場合もしくは赤字比率が一定額を超える場合には、「財政健全化
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団体」、３５％を超える場合には「財政再生団体」となり発行そのものについて制

限がかかることとなる。  

 当町の実質公債費比率については、３年平均で９．５％（２５年度単年度では

７．９％）となり、前年度に比較して１ .６ポイントの減となった。  

 

＊財政力指数  

 財政力指数は、２５年度は０．２３１（３ヶ年平均）となり、前年度に比較し

て０．００１ポイントの減となった。町税等の自主財源収入が低いため、地方交

付税等の依存財源に頼らざるを得ない町の現状を示している。  

 

（４）財政状況の総括及び今後の対応  

町の財政運営の基礎を成す自主財源である町税は、個人住民税、法人住民税及

び固定資産税等が減となったため、全体として減収となった。  

依存財源は、普通交付税の算定において、当初大きな減収が予測されたが、臨

時費目「地域の元気づくり推進費」の創設等により微増、特別交付税は過疎等地

域振興費により増、国庫支出金は地域の元気臨時交付金により増となった。これ

により臨時財政対策債の発行抑制と今後の繰上償還に備えた減債基金への積立、

保育園の耐震改修に備えた子育て基金への積立、定住対策としてユー・アイ住宅

基金への積立を行うことができた。  

しかし、地方交付税は、人口の減少や算定方法の見直しにより今後、相当程度

減少していくものと見込まれる。そのため、地方交付税に財源を依存している当

町の財政運営は、２６年度以降さらに厳しさを増すものと推測される。  

 こうした状況にあっても、「笑顔こぼれるまち南木曽」をめざして自助、共助、

公助による協働のまちづくりを推進し、簡素で効率的な行財政運営を確立すると

ともに、行政サービスと住民の負担のあり方を再構築しながら、増大する住民ニ

ーズに応えていくことが必要である。  

そのためには、「第９次南木曽町総合計画」及び「第２次自立推進計画」を指針

として、総合計画に盛り込まれた大型事業に対処する各基金の積み増し、将来負

担を軽減する公債費の繰上償還を進めるとともに、事務事業における経常経費の

削減と公債費の抑制を図り、自主財源の確保とその有効活用・重点配分に努め、

財政の健全化を進めることとする。  



（単位：百万円）
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経常収支比率の推移
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４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年

人件費 27.8 24.9 26.0 25.9 27.6 28.5 28.6 27.6 25.6 24.0 24.0 29.2 27.9 25.5 23.8 21.8 20.9 20.3 21.1 23.0 22.5 21.5

公債費 15.9 17.6 20.6 21.7 23.9 25.5 27.6 28.4 28.5 30.5 30.0 33.9 32.7 31.8 28.1 26.4 25.2 23.7 22.5 22.2 20.8 19.5

経常収支比率 70.6 71.7 74.1 73.8 75.8 77.4 78.2 78.1 77.4 77.7 78.0 81.1 84.1 85.8 83.4 82.7 82.7 78.7 81.2 85.8 86.1 82.1
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（単位：百万円）
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標準財政規模・地方交付税等の推移

標準財政規模＋臨財債 地方交付税 人件費 公債費
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４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年

標準財政規模＋臨財債 2,282 2,472 2,422 2,556 2,626 2,715 2,798 2,777 2,762 2,682 2,508 2,353 2,303 2,322 2,314 2,361 2,558 2,613 2,642 2,595 2,557 2,692

地方交付税 1,722 1,859 1,793 1,902 1,960 2,029 2,108 2,152 2,130 2,017 1,910 1,750 1,731 1,722 1,734 1,761 1,878 1,929 1,940 1,942 1,936 1,941

人件費 734 705 722 763 827 865 896 909 828 792 823 824 739 668 683 620 612 621 626 645 634 614

公債費 376 443 503 576 665 805 913 906 914 881 863 846 791 784 765 776 730 736 624 589 552 580
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公債費比率・起債制限比率・実質公債費比率の推移

公債費比率

起債制限比率（3年平均）

実質公債費比率（単年度）

実質公債費比率（3年平均）
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４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年

公債費比率 10.3 11.3 14.6 16.6 18.5 20.4 22.1 23.8 22.7 22.6 22.0 20.5 19.9 18.3 16.1 13.7 11.4 9.4

起債制限比率（3年平均） 8.4 8.2 8.6 9.6 11.0 12.0 12.6 13.3 13.6 13.9 13.7 13.6 13.5 13.9 13.4 12.0 10.2 8.4

実質公債費比率（単年度） 22.0 24.5 24.0 21.7 20.1 17.9 13.9 12.8 11.0 9.7 7.9

実質公債費比率（3年平均） 22.4 23.4 21.9 19.8 17.1 14.7 12.5 11.1 9.5
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平成17年度決算から実質公債費比率を採用することとなった。

公債費比率、起債制限比率は平成22年度決算統計から削除された。

15



（単位：百万円）
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町税の推移
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４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年

その他 28 31 31 32 33 41 42 42 40 40 38 36 35 33 32 33 30 28 27 26 25 30

固定資産税 287 302 311 318 333 348 366 388 378 384 386 368 369 373 383 410 405 396 396 398 388 384

法人町民税 64 57 61 70 51 50 38 51 54 39 38 26 26 21 31 42 31 22 47 28 31 23

個人町民税 192 200 170 183 185 198 166 163 162 150 152 140 132 121 133 187 187 180 162 160 164 163
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